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⑦中小企業等に対するエネルギー

価格高騰対策支援
物価高騰対策LED防犯灯設置事業

①エネルギー価格高騰により維持管理の負担が増大する町内会が設置する防犯灯について、LED化に対する支援を行うこと

で、町内会のエネルギー負担を軽減するとともに、地球温暖化対策の取組を促進する。

②補助金

③事業費　990千円

　・補助金　33千円*30灯=990千円

④町内会

R7.4 R8.3 990

2
④省エネ家電等への買い換え促進

による生活者支援

再生エネルギー・省エネルギー設

備導入支援事業

①住宅への再生可能エネルギー・省エネルギー設備の導入により、物価高騰の影響を受ける世帯のエネルギー負担を軽減する

とともに、地球温暖化対策の取組を促進する。

②補助金

③事業費　1460千円

【太陽光発電設備】

　補助金　320千円*3件=960千円

【木質バイオマス燃焼機器】

　補助金　100千円*5件=500千円

④再生可能エネルギー・省エネルギー設備を導入する世帯

R7.4 R8.3 1,460

3
②エネルギー・食料品価格等の物

価高騰に伴う子育て世帯支援
学校給食物価高騰対策支援事業

①食材費等の物価高騰の影響を受ける子育て世帯の経済的負担を軽減するため、小中学校・義務教育学校の児童生徒の給食費

について、支援を行う。第1子については給食費の一部（小学校一食40円、中学校50円）を支援し、物価高騰の影響を大きく

受ける多子世帯については、第2子の給食費の半額、第3子以降の給食費の全額を支援する。

②補助金

③事業費　42,700千円

【小学校】

　・第1子支援額　40円*475人*202回　・第2子支援額　175円*313人*202回

　・第3子支援額　350円*72人*202回　　合計19,992,950円

【中学校】

　・第1子支援額　50円*411人*190回　・第2子支援額　205円*42人*190回

　・第3子支援額　410円*0人*190回　　  合計5,540,400円

【義務教育学校（前）】

　・第1子支援額　40円*340人*195回　・第2子支援額　175円*222人*195回

　・第3子支援額　350円*43人*195回　　合計13,162,500円

【義務教育学校（後）】

　・第1子支援額　50円*323人*190回　・第2子支援額　205円*24人*190回

　・第3子支援額　410円*0人*190回　　   合計4,003,300円

④市内小学校、中学校義務教育学校の児童生徒及びその保護者（学校給食運営委員会）※教職員は含まれません。

R7.4 R8.3 42,700

4
③消費下支え等を通じた生活者支

援

物価高騰対策コンビニ交付手数料

減免事業

①マイナンバーカードを利用したコンビニ交付サービスによる証明書（住民票、印鑑登録証明書、課税証明書、戸籍附票等）

の発行手数料を10円に減額し、物価高騰の影響を受ける生活者を支援するとともに、マイナンバーカードの普及促進を図る。

②手数料の減額分補てん及び広報等に係る事務費

③事業費　3,391千円

　・証明発行手数料減額に伴う歳入減額　 290円×9,240件＝2,679,600円

　　　　　　　　　　　　　　                     340円×1,467件＝498,780円

　・事務費　印刷製本費等　211,750円

④市民及び市に本籍を有する者

R7.4 R8.3 3,391
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